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1.はじめに

今日の海上輸送は､1960年代のコンテナ輸送

システムや複合輸送の出現によって､コンテナ

輸送が主流をなしている｡その大きな変化は

1970年代にある｡日本をはじめとした先進諸国

企業のアジア進出がはじまり､アジア経済が大

きく成長し､それと連動して世界のコンテナ海

上貨物取扱量が著しく増大した｡コンテナ海上

貨物取扱量の増加は､船舶の大型化とコンテナ

ターミナルの大規模化を促し､そうした趨勢の

中で､港湾の管理運営に関する再検討が求めら

れた｡1980年代のイギリスにはじまった港湾の

民営化方式の導入はその一つである｡

民営化方式を導入する主な理由は､行政上の

規制から発生する港湾運営の非効率化の改善､

インフラ整備によって発生する国家財政負担の

軽減､大型船舶に対応できる大規模コンテナター

ミナル化-の対応､港湾利用者の多様なニーズ

に応える管理運営の実現等にある｡そして､港

湾の民営化方式の形態としては､完全民営化

(totalprivatization) と部分的民営化(partial

privatization)の二つがあり､どちらを導入する

かは､港湾の効率化を基準に選択される｡

しかし､民営化方式の選択段階で､各国にそ

れぞれの歴史と風土があるように､各国の港湾

の管理運営の形態にも固有の伝統と慣習が裏う

ちされているので､時間をかけた多角的視点で

の検討が必要になる｡そして､民営化方式導入

後の課題としては､(∋公共部門と民間部門の役

割分担､②規制業務の効率化､③資金回収､④

民間企業の寡占による港湾の格差等が予見され

る｡

本稿では､港湾の環境の急速な変化による港

湾の管理運営においての新たな港湾の経営形態

を検討し､適切な民営化方式と民営化の問題点

を明らかにすることにある｡

2.港湾の環境の変化-港湾の発展段階-

港湾の環境を大きく変化させた主な理由は､

急速な貿易のグローバリゼーション化である｡

世界の先進企業は生産活動の効率化および物流

の円滑化を求め､生産拠点を世界中に広げてい

る｡その結果､物流拠点は従来の1国家1拠点

から1拠点多国家に移り変わりをみせている｡

特に､東アジア諸国が､国際貿易の自由化､13

億の人口を有する中国の開放政策によって､目

覚しい経済成長を遂げ､世界の生産基地のみな

らず販売市場として大きく様変わりした1｡こ

のような､東アジア地域の経済成長とグローバ

リゼーション化は､域内の海上コンテナ輸送貨

物の荷動きの伸展に結びついた｡そしてそこで

は､年々増大している海上コンテナ貨物取扱量

に対応するために2､既存の港湾施設および港

湾の管理運営の再検討を通しての新たな港湾施

設整備や効率の高い港湾の管理運営が求められ

た｡

1 大木博巳著 『東アジア市場の拡大と日本企業』ジェトロセンサー､2004年 2月号､6頁

2 国際臨海開発研究センターの資料によると全世界の海上コンテナ取扱量は､1990年の約 8千8百万TEUから2002年

には2億 7千3百万TEU､2020年には トランシップ貨物を除いて4億 2千7百23万TEUと予測している｡

日本における港湾民営化に関する一考察 85



表l港湾開発の発展段階 (Portevolution)

世代 第 1世代 第2世代 第 3世代

開発時期 1960年代以前 1960年代以降 1980年代以降

主な貨物 在来貨物 3 散荷､乾 .液体貨物 散荷､コンテナ貨物

港湾開発及び方針 単純な交通の結節点 と 港湾の拡充､輸送の拠 利益の創出地､複合-

しての港湾 点および商工業の中心地としての港湾 貫運送体制 と国際貿易における物流拠点 としての港湾

港湾活動の主な範囲 港湾の範囲は狭小､ 港湾の範囲が拡大､ 貨物及び港湾情報提供
主な業務はふ頭の荷役 貨物の変化､船舶関連 の中心及び物流拠点 と

作業 の商工業業務 してのター ミナルの機能強化

諸般の特性 港湾内の活動が独立 港湾利用者との緊密化 地域社会 と共生する港拷

生産性の特性 簡単な荷役作業 複合サービス提供 貨物の情報の迅速化

出所:イ チョルヨン著､『港湾物流システム』ヒョソン社､1998年､27頁により再作成

表2世界 トップ10代コンテナ港の実績 (百万TEU)

港湾 国 地域 1999年 2002年

香港 中国 東アジア 16.2 19

シンガポール シンガポール 東南アジア 15.9 16.8

釜山 韓国 北東アジア 6.4 9.3

高雄 台湾 東アジア 7 8.5

ロッテルダム オランダ 北部欧州 6.3 6.5

上海 中国 東アジア 4.2 8.6

ロサンゼルス 米国 北部西岸 3.8 6.1

ロングビーチ 米国 北部西岸 4.4 4,5

ハンブルク ドイツ 北部欧州 3.7 5.3

アントワープ ベルギー 北部欧州 3.6 4.9

出所:館野美久著 『コンテナターミナル新たな覇権争い』第8章 ｢アジアの港湾物流｣､2004年､124頁により再作成

3 積上げに特別な注意が要求されない貨物の総称､雑貨物､液体又は半液体をいう｡
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港湾の発展段階とその変貌については (表1)

の通りであり､一般的には1960年代の第 1世代

から1980年代以降の第3世代の三つに区分でき

る｡1960年代以前の港湾は国の関門としての海

と陸を結ぶ交通の結節点的役割を担ったが､19

60年代以降は､海上輸送革命といわれるコンテ

ナリゼーション (containerization)による貨物

輸送を通して､単一運送から複合一貫運送体制

に移行した時期である｡コンテナリゼーション

は､何よりも荷役作業の革新に結びつき､貨物

の安全､荷作業の迅速化､経費節減は港湾機能

を高める要因になった｡1970年代に入ると､日

本をはじめとした先進国企業の東アジア-の進

出が､東アジアの高度経済成長の要因になり､

域内の海上貨物の増加と結びついた｡1980年代

以降には､増加した海上コンテナ貨物､それと

連動して､1982年から1987年は2000-3000TEU､

1988年4000TEU､1990年代以降6000TEUと言っ

たように､船舶は大型化した｡

21世紀の港湾は第4世代に入り､東アジア域

内の海上コンテナ貨物の一層の増加 (表2)に

よって､域内港湾間の競合激化､大型船舶化と

それに伴う大規模コンテナターミナル化の課題､

ITシステムによる合理的な物流管理､港湾利用

者の多様なニーズ-の対応等は､新たな港湾経

営の必要性の要因になった｡そしてそこでは､

競争力強化および効率高い港湾の管理運営に主

眼をおいた港湾の民営化方式が､新たな港湾経

営と提起された｡

3.新たな港湾経営の展開一民営化方式の
導入一

公企業の民営化は1980年代から顕著化してき

た｡イギリスではサッチャーが民営化政策を実

行した4｡イギリス港湾庁管理下の20の港湾が

完全民営化に移行した5｡このサッチャーの英

断は他の欧州諸国に影響を与えた｡1990年以降

になると､欧州をはじめ東アジア､東欧の国々

が､部分的民営化政策の導入を積極的に推進し

た6｡

1)港湾の管理運営における民営化の背景

政府が中心として行ってきた港湾の管理運営

を ｢民間企業参与｣という形態に置き換え､港

湾の行政的管理(Administration)から港湾の経営

(Management)-の転換の主な理由は､既述し

たように､行政的な規制による港湾運営の非効

率化の改善と､港湾の環境の急速な変化-の対

応にある｡つまり､民営化方式を導入すること

によって､港湾物流システムの汀(Infbrmation

Technology)化及び大型船舶に対応可能な大規

模コンテナターミナル拡充､港湾機能の多様化

と港湾利用者のニーズ-の対応等-のフットワー

クが高まり､港湾の競争力を高めるためにも効

率高い港湾の管理運営が実現することにある｡

また､港湾施設などのインフラ整備事業による

政府の財政負担の軽減に結びつくことも､民営

化方式導入の要件になっている｡

港湾の民営化方式には､完全民営化方式と部

分的民営方式があるが､どのような形の方式を

導入するかは､その国の政治､文化および社会

慣習等を考慮しなければならない｡つまりその

ことは､世界第一級のハブ港シンガポールの管

理運営方式を日本や韓国の港湾に導入したから

といって､シンガポール港の隆盛が約束される

ものではないということである｡

2)港湾の管理運営類型と経営形態

港湾の管理運営には民間の参与部分と管理主

体によって ｢公営港湾 (publicport)｣,｢公 ･民

営港湾 (public/privateport)｣,｢民 ･公営港湾

4 金ヒョンテ著 ｢日本における港湾管理･運営体制の近代化政策に関する研究｣青山学院大学大学院･博士論文､
1992年､231頁
5 井上聡史著 ｢変貌する世界の港湾経営｣､海事産業研究所報418号2001年､7頁
6 野田由美子編著 『民営化の戦略と手法』日本経済新聞社､2004年､11頁
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表3港湾の管理運営の類型及び長所と短所

類型 規制 地主 運営 長所 短所

公 営 公共により担当 公共により担当 公共により担当 港湾の開発 .運営において国家政策の目標の達成が容易であるo 独占的な運営により港湾利用者のニーズに応じられないし､非効率である

公 .民営 公共により担当 公共により担当 民間により担当 民間の経営ノウ-ウの受け入れにより港湾の効率化が期待されるとともに港湾の間の競争体制の構築 官の統制が強く､民間の経営能力の発揮に限界があるC

氏 .公営 公共により担当 民間により担当 民間により担当 港湾の所有 .運営を民間が担当し､規制 .許可は公によって行われ港湾の経営能力の向上及び港湾の効率化を高める 国家政策の目標の達成の遅延､民間企業の利潤極大化の志向が公共性を阻害要因になる可能性がある

出所:韓国海洋水産開発研究院資料及び日本の国土交通省港湾局の資料の 『スーパー中枢港湾に関する研究報告
書2004』､により再作成O

(private/publicport)｣,｢民営港湾(privateport)｣

など一般的に4つの類型があり (表3)､港湾

基本施設の所有する管理主体と別に港湾機能施

設と荷役サービスの提供によって ｢地主型港湾

(Landlordport)｣､｢整備型港湾(Toolport)｣､

｢運営型港湾(SeⅣice:Operatingport)｣と大き

く3つの経営形態に分けている｡

(1)港湾の管理運営の類型

①公営港湾(Publicport)

公営港湾は伝統的な方式で､港湾の所有 ･規

制 ･運営を政府または公共機関が行い､第4世

代の港湾の管理運営には非効率な港湾の管理運

営方式である｡公営港湾として代表的な港湾は

シンガポール港であったが､港湾運営を活性化

させ､港湾の競争優位を確保するために1997年

にシンガポール港湾庁をシンガポール港湾会社

に変更し､民間企業として港湾運営を行ってい

る｡

②公 ･民営港湾(public/privateport)

公 ･民営港湾は港湾の所有 ･規制は政府が担
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当し､運営は民間によって行われ､港湾経営に

おいて民間の経営ノウハウを導入して港湾の管

理運営の効率性を高めるとともに港湾の公共性

を確保できる港湾の管理運営方式として世界的

に広く採択されている｡

③民 ･公営港湾(private/publicport)

港湾の規制業務に関しては政府が担当し､所

有 ･運営は民間が担当する港湾の管理運営方式

である｡すなわち､ターミナルなど港湾施設の

整備及び運営は民間によって行われるが､政府

は港湾の環境 ･安全管理に関する規制及び港湾

の開発計画の策定を行 う港湾の管理運営方式で

あり､この方式を採択している代表的な港湾は

香港港であり､その他に日本の東京港と横浜港

などがある｡

④民営港湾(privateport)

民営港湾は､港湾の所有 ･規制及び運営が民

間によって行われる港湾であり､港湾の環境 ･

安全管理及び港湾の開発計画までも民間が実施

する港湾の管理運営方式である｡代表的な港湾



は､イギリスのイギリス港湾連合(Associated

BritishPort:ABP)に所属している23港がある｡

上の4つの管理運営類型の港湾機能の管理運

営及び長所と短所を考えると (表 3)､国の基

幹産業である港湾が公共性を排除して管理運営

を行う完全民営化方式は中央官僚的な日本と韓

国の場合は受け入れが難しいと思われる｡

(2)港湾の管理主体による経営形態7

港湾の管理主体になる港湾管理者が港湾施設

機能を所有していて自ら運営もする､もしくは､

ある団体に委託や長期貸付をして港湾の管理運

営を行っている｡この経営形態は､一般的に(丑

地主型港湾(Landlordport)､②整備型港湾(Too

1port)､③運営型港湾(seⅣice:Operating

port)の3つに分けられ､その内容は次の通り

である｡

①地主型港湾は､管理主体が港湾の土地使用

許可及び背後地の利用と港湾の基本インフラ施

諺 (航路､岸壁､ふ頭用地)を整備する｡すな

わち､政府が､基本インフラ施設を行い､他方

貸与された民間企業が港湾の機能を整備し､荷

役サービス提供を行なう｡この経営形態は､欧

州の ドイツ､オランダなどと米国の港湾(ロス

アンゼルス､ロングビーチ)で採択されている

し､ほとんどが先進国で行われている｡

②整備型港湾は､地主型港湾の変形といわれ

る港湾の経営形態である｡港湾の管理者は地主

型制度での管理者の義務以外にも港湾の機能施

設及び船舶の統制施設､船舶修理施設など各種

の操作整備を確保し､民間企業に貸付け､民間

企業は自らの人力を投入して運営を行う経営形

態である｡この形態の特徴は､地理的な問題､

貨物集積不足及び経済的に大規模港湾施設の整

備が不可能な状況における港湾に適合的で､大

手民間企業の寡占を防ぐことが出来る経営形態

である｡この形態を採択している主な港湾は､

この節では､河明伸共著 『港湾物流論』タソム出版社､

日本の公社のコンテナターミナル､韓国の釜山

港及び米国のシア トル港などが挙げられる｡

③運営型港湾における港湾管理者は､港湾開

発計画､港湾施設整備から運営まで港湾利用者

に提供する｡しかし､港湾運営の一部分を民間

に委託する港湾も見られ､そのような代表的な

港湾はシンガポール港である｡

このような港湾の経営形態は､近年には､港

湾環境の変化にともない港湾の商業的､経済的

な活性化により大手船社やグローバルターミナ

ルオペレーターに港湾の管理運営を任せて港湾

の効率性とサービス向上を図る趨勢である｡港

湾研究者である井上聡史氏の論文(前掲書)では､

｢港湾の経営主体として港湾の管理者の基本的

な役割は､計画と開発機能､運営と監視機能､

そして､規制 ･管理機能及び港湾振興 ･調整機

能を遂げなければならない｣と論述されている｡

つまり､港湾の発展には港湾の管理主体者の新

たな変化に速やかに対応できる弾力的な経営力

が必要であるということである｡

(3)民間参与形態による港湾の管理運営方式

民間参与形態による港湾の管理運営方式は

(表4)､大部分が民間資金投入という形態で､

ppp(publicPrivatePartnerships:官民協力体制)

制度の手法である｡民間参与形態は港湾の運営

目標､港湾の規模及び参与部分によって管理運

営方式は大きく異なる｡主な民間参与形態は下

記のような方式がある｡

第 1に､港湾全体を売却する方式､完全民営

化方式であるこの形態は政府が財政的に深刻な

状況に置かれたときに使われる方式である｡

第 2に､民間に特定港湾もしくはターミナル

を開発させて所有 ･運営も一任するBOO方式

(Build,OperateandOwn)は､政府の短期的な財

政の必要性から推進されている｡

第3に､民間により港湾の施設整備または再

2003年､199-200頁､山上徹編著 『国際物流と港湾』井上

聡史著第 1章 ｢変貌する世界港湾経営と新たな潮流｣(樵)パールロー ド､2004年､4頁､寺田英子著 ｢港湾の民営化

にともなう港湾管理の変化と政策的な課題｣､運輸と経済第63巻､第5号､2003年を参考にした｡

8 ここでの港湾利用者はコンテナターミナルオペレーター､船社､国際物流企業などの港湾関連の民間企業を称する

ものである｡
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開発させて一定期間管理運営を-任した後､所

有権を国家に帰属させるBOT方式 (Build,Operate

andTransfer)は､最も伝統的な民営化方式であ

る｡

第 4に､BOT方式と類似している方式であ

るBTO(Build,TransferandOperate)は､民間が

港湾の施設整備または再開発をする｡その後､

直ちにその施設の所有権を移転するが､港湾の

運営は民間企業が担当し､開発投資費用を回収

する民営化方式である｡BOT方式の場合は､

民間参与者は港湾の運営期間の間には所有者と

しての権利をもつことから施設や整備の設置ま

たは変更は比較的に自由な反面､この方式は港

湾の管理運営の期間の間に所有権が政府にある

ことから施設や整備の設置または変更には政府

の認可を受けなければならない｡韓国港湾の民

営化方式はBTO方式で行われていることから､

港湾の間の競争力体制の構築や効率的な民間資

金誘致の推進に壁となっている｡

第5は､日本の響灘コンテナ港で採択して実

施しているPFI(PrivateFinanceInitiative)制度

である｡従来､公的部門によって行われてきた

社会資本の整備､港湾の管理運営に民間事業者

の資金および経営ノウハウを導入し効率的に行

うとする手法である｡PFI制度のメリットは適

用する事業の範囲の広さと他の民間参与形態制

度の大部分は料金収入がある事業のみを対象に

する傾向があるが､PFI制度は料金収入にはか

からわらずに広く多様な公共事業に参与可能な

民営化方式である9｡

pFI制度の問題点は､リスクの負担である｡

これは､民間企業が長期的な事業の運営から損

失を発生した場合には､それを政府が背負わな

ければならないし､結果的に国民に損失をもた

らすことになる｡

第6に､管理 ･運営契約による民間参与方式

としてManagementcontract方式がある｡ この

方式は､港湾局と民間企業との契約締結により

港湾の管理運営を民間企業に一任する方式であ

り､基本港湾施設及び港湾機能施設の所有権が

政府に属して民間企業は運営のみを行う｡従っ

て､投資及びリスクまでも政府が負う方式であ

る｡代表的な港湾は､イギリスのブリストル港

である｡

その他にも合弁投資(jointventure)などの民

間参与形態の方式がある｡合弁投資は､公共部

分と民間企業､民間企業と民間企業または公企

業と公企業とともに合作する方式である｡民間

間協力体制はそれぞれの企業の専門知識を活か

して港湾の管理運営を行う｡官民協力体制の制

度として港湾の管理運営を行っている代表的な

港湾は､中国の上海港とマレーシアのクラン港

があり､公企業間協力体制の制度を採択してい

る代表的な港湾はシンガポール港湾公社である｡

このような､公共事業に民間企業が参与する

形態においては､公共事業のほとんどが長期事

業であることから､リスクの認識､参与民間企

業の利益配分及びリスクに対する経営方針がもっ

とも主要な部分となる10｡

3)主な世界諸港湾の民営化方式

(1)イギリス港湾の民営化

1980年代に港湾の民営化を最初に実施したイ

ギリスの港湾の民営化の推進は､次の手続きで

ある｡政府が財政負担を回避するために国有港

湾と公法人のトラスト組織により運営された公

有の信託港湾を対象にし11､1981年､イギリス

の運輸法(TransportAct1981)により連合英国

港湾会社 (AssociatedBritishPorts:ABP)の設

立した｡すなわち､1981年にイギリスの運輸法

制度により国有港湾と公有の信託港湾を合わせ

て22港湾が新設連合英国港湾会社 (ABP)の傘

下に入った｡

9 野田由美子編著 『民営化の戦略と手法』日本経済新聞社､2004年､105頁

10Dami7GI･1hseyandMenynK.IJeWl'S j̀hbll'cpTfvatePartneTShlbs'EdwaI-degaI･publl'shl'r7g,2004,p136.

11千須和富士夫著 ｢港湾私有化20年-英国の教訓-｣『日本港湾経済学会年報』第38号､1999年､26頁
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表4主な民間参与形態による港湾管理運営方式の事業内容

方式 所有権 運営 .維持 資金投資 期間 (午)

コンセッション(事業権契約) 公 氏 氏 25-30

BOT(buildoperatetransfer) 民から公- 氏 氏 20--30

BOO(buildownoperate) 氏 氏 氏 20-30(以上)

BTO(buildtransfer&operate) 公 氏 氏 20-30

出所:韓国海洋開発院の資料､日本港湾用語辞典､小林照夫･三村異人編著､http://www.psilC.Jp/により
再作成

表5PFl制度の3つの類型

内容 資金調達 資金回収方法 例

独立採算型 民間からの出資金､金 利用者からのサービス 有料の橋､水族館､駐融機関からの借入金(氏)料金徴収が原則 車場など

公的セクター-のサー 独立採算型と同一(氏) 政府からサービス料金 pFI事業の一般的形態(庁
ビス購入型 徴収 舎､病院､道路)

JointVenture型 民間企業及び金融機関､政府からの補助金､全 利用者からのサービス 都市開発､鉄道､ケア

出所:富滞幸弘編著 『pFI法』財務省､2001年､http://ww.ps卜jc.jp/topics/2003-03により再作成

なお､1991年､港湾法により大部分の信託港

湾は有限会社に変更され､イギリスの民営港湾

は､所有､管理運営のみならず規制業務に関す

る統制機能までも自主的に行う体制になったの

である｡しかし､イギリスの港湾の完全民営化

は港湾間の競争力には影響を与えなかった｡民

営化にすれば､資金調達や投資決定が容易とな

り競争力が高くなるという論は見直す必要があ

る｡

港湾管理主体者は民営化方式の推進にあたっ

ては､港湾の国際競争力の要素である､立地条

件､施設条件､荷役の能力などを考えるべきで

ある｡イギリスの港湾は､民営化の過程によっ

て公共港湾は完全に廃止されたが､民営化港湾

以外にも信託港湾(TrustPort),市営港湾(Municipal

port),企業港湾(companyport)などの管理運営

形態がある｡

(2)米国港湾の民営化

米国では､すでに建国の初期から民間企業に

より港湾の開発及び管理運営を進めてきた｡従っ

て､米国の港湾の大部分は伝統的に港湾の開発

と管理運営が民間企業により主体的に行われ､

公共性よりも商業性の収益が優先する独立採算

形態をとっている｡

主な港湾の管理運営形態は､地域に適合な開

発と運営を中心にする市営港湾､州によって広
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域的に開発 ･運営を行っている州営港湾､そし

て､公企業である公社港湾､民間企業が所有し

管理運営を行う民間港湾がある｡

(3)シンガポール港湾の民営化
シンガポール港湾の民営化は1986年から始ま

るが､実質的な民営化は､民営化事業に選ばれ

た大部分の公企業が民営化された1997年頃から

である｡シンガポール政府は､公企業の民営化

のために10年をかけて政府の持ち株を､順次に

市場で売却する方法で民営化を進めてきた12｡

次いで､シンガポール港湾庁(portofSingapore

Authority:PSA)も同じ方法で時間をかけて民営

化を推進し､1996年に港湾の民営化のために海

事港湾庁(MaritimeandPortAuthority:MPA)が

設立され､PSAから港湾の規制業務及び安全管

理などの港湾の全般的な業務を引き継いだので

ある｡

さらに､PSAは､1997年にシンガポール港湾

会社(PSACorporationLtd∴PSAC)に転化され､

株式会社化された後､民間企業として積極的に

欧州および東アジアにおいて､M&A､合弁投資

に技術協力などを通してコンテナターミナル事

業を積極的に行い､2000年以降は､世界諸港湾

14カ国のコンテナターミナル事業に進出してい

る｡

しかし､PSACの親会社であるテマセク持株

会社(TemasekHoldingsCo.)は､政府が設立し

た投資会社の一つであることから､真の民間企

業による港湾の民営化とはいえないし､ある意

味では､港湾の発展においては政府の援助は欠

かせない要素であることを示した｡

(4)韓国港湾の民営化

韓国の港湾における民営化は､1977年に釜山

港の第 1段階の開発事業を行 うために国際復興

開発銀行(IBRD)から港湾の開発の資金を借入し

たときに条件として埠頭別に指定会社制度を導

入することで始まったのである｡1991年に釜山

港の神仙台埠頭をはじめコンテナターミナルの

運営権を民間企業に売却する手法による民営化

を進めた｡

一般埠頭おいては､民間企業の管理運営方式

である ｢埠頭運営会社 (TerminalOperating

Company:TOC)｣制度を導入 し､港湾の生産

性の向上と管理運営の効率化及び港湾利用者の

ニーズに応じる付加価値の高いサービスを提供

する港湾の管理運営を目指した｡2003年以降は､

全国の9つの貿易港のコンテナターミナルにT

OC制度を採択して運営を行っている｡

韓国は政策的に､東北アジア物流拠点のハブ

港を目指して､釜山港に続く第2ハブ港である

光陽港及び釜山新港などの大規模コンテナター

ミナルの整備事業を行い､大部分を国内 ･国外

民間コンテナターミナル運営会社に運営をさせ

ており､多数のグローバルコンテナターミナル

オペレーターが進出している｡

さらに､2004年には釜山港の国際競争力の強

化のために ｢釜山埠頭公社｣が設立され､港湾

施設の効率的な開発及び管理運営を目的とした

港湾経営を進めている｡従って､韓国の港湾の

管理運営はターミナル運営業者に埠頭を長期貸

付で行 う公 ･民の形態の民営化方式である｡

しかし､釜山港や光陽港を東北アジアハブ港と

して育成させるためにも民営化政策を積極的に

推進したが､内 ･外国の大手企業の寡占に対し

ても対策を考えなければならない｡

(5)日本港湾の民営化

日本も､スーパー中枢港の構築にともない港

湾の民営化を活発に推進している｡日本の港湾

の民営化における代表的な事例は､PFI制度を

導入した北九州港の響灘コンテナターミナル港

である｡日本港湾の民営化の特色は､国の補助

制度により地方自治団体から始めたことである｡

響灘コンテナターミナル港は､北九州市による

｢北九州港の響灘環黄海圏ハブポー ト構想｣に

基づいて環黄海圏ハブ港を目指して整備された

ターミナルである｡

響灘コンテナ港が注目されたもっとも大きい

理由は､日本の港湾において初の民間資金によ

12 三村異人 ･寺田英子編著 ｢港湾の民営化｣『経済社会と港湾』(秩)パールロー ド､37頁
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り整備され､民間企業により管理運営を行 うコ

ンテナターミナル港だからである｡響灘コンテ

ナ港のPFI制度の仕組みは､国からの貸付､金

融機関による融資､選定された民間事業者によ

る出資で事業を行い､基本港湾施設及び上物施

設は北九州市が整備し､ヤー ドなど港湾施設を

運営会社-の提供にともない資金の出資や融資

も提供してコンテナターミナルの運営は運営会

社に一任する仕組みである13｡

前述したようにPFI制度の主な問題はリスク

分担である｡PFI制度を円滑に推進するために

は､公共性の確保､官民のリスク分担､規制緩

和及び港湾における商慣行の見直し､地方港に

おける事業実施の難しさと物流施設としてなど

の課題を改善しなければならない14といわれて

いる｡

なお､港湾の開発という公共事業は長期事業

であり高い収益が短期に得られる事業ではない

ことからリスク削減､すなわち､資金回収に対

するmanagementも一つの課題であるO 今後､

日本の港湾の民営化政策を成功させるためには､

公共性が根強い港湾の管理運営の緩和や港湾利

用者から使用料を収益で安住する地主型港湾か

ら革新的な新たな経営の姿勢が求められる15｡

4.港湾の民営化の効果 と課題

近年､世界港湾は､激しい港湾問の競争で優

位を確保するために新たな港湾政策として､よ

り効率的な港湾の管理運営のためのインフラ施

設の拡充､資金調達及び港湾のサービスが求め

られている｡

世界諸港湾が民営化を推進している主な理由

は､社会資本整備による政府財政の負担を軽減

させるためには民間資金を導入せざるを得ない

ということと､港湾利用者の多様なニーズに応

じる迅速な付加価値の高いサービスを提供し､

また港湾の活性化を目指すには､民間参与形態

の経営方式の導入を図る必要があるためである｡

港湾の民営化方式の導入による港湾の効果と成

果及び課題は次の通りである｡

1)港湾の管理運営に民営化の効果

民営港湾の管理運営における効果は､

①インフラ整備による政府の財政負担の軽減､

②港湾の管理運営の担当者の能力拡大､

③港湾の管理運営における官僚主義的 ･政治性

の排除､

④港湾利用者に対しての付加価値の高いサービ

ス提供､

⑤港湾運営における競争体制の導入による経済

的な収益の確保､

⑥埠頭における生産性の向上､

このような､民営化の効果により港湾の経営

状況を改善させることが可能である｡

2)港湾の民営化の実施による成果

港湾の民営化による成果を上げた代表的な港

湾は､イタリアのジェノア港である｡ジェノア

港は､長年､伝統的に官主導的な管理運営の港

湾であったが､港湾の競争力及び生産性が低下

したため､1984年に､官民の荷役公社が設立さ

れ､民営化に一歩を踏出した｡港湾管理者の業

務を縮小しながら､順次に民営化を進めて埠頭

の運営を民間企業に-任し､さらに､官民の荷

役公社も廃止し､港湾の管理運営を民営化させ

たのである｡

その結果､コンテナターミナルの生産性の向

上や民間の港湾施設整備によるインフラ施設の

拡充は､荷役によるコス ト削減及び迅速な物流

処理などの成果を得たのである｡

その他､マレーシアのクラン港は､官民協力

体制における港湾の管理運営により効率性､活

性化を高めながら民間投資による港湾の高度化

13北九州市の政策資料 『ひびきコンテナターミナルPFI事業募集要項』2000年

14小林照夫編著 『国際物流と港湾』(樵)パールロー ド､2004年､111頁

15井上聡史､前掲書､7頁
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を図り､2000年以降は､近隣港のシンガポール

港と並ぶ港湾として位置づけられたのである｡

3)港湾の民営化における問題点

港湾における民営化方式においての問題点と

しては､

(丑港湾の公共サービスの低下､民間投資及び収

益性を優先する運営により収益性がない港湾施

設やサービスの回避が生じる憂慮｡

②大手民間企業による寡占化｡これは､コンテ

ナターミナル運営においてグローバルコンテナ

オペレーターや大手船社による寡占化の問題で

ある｡

③官民協力体制の問題点は､港湾の所有と運営

が分離されることから投資､運営などにおいて

協力体制を維持することの難しさがある｡

④港湾利用者に対する差別､民間運営者の利潤

の極大化による運営により港湾利用者に対する

差別化が深化する問題などが考えられる｡

従って､港湾の管理運営において公共性を排

除しては効率の高い港湾の管理運営は期待され

ないのである｡また､民営港湾の管理運営にお

ける大きな課題は､地主としての機能及び政策

計画や開発機能､そして規制業務に対する監視

機能などの公共部分の役割である｡つまり､港

湾の民営化を成功的に成し遂げるためには公共

性を維持しながら行うべきである｡今後､民間

資本の投資によ り生 じる リスクに対す る

managementについての研究も重要な課題であ

る｡

94 国際経営論集 No.37 2009


